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新 旧 対 照 表 

新 旧 備  考 

（趣旨） 

第一条 この要領は、福岡県個人情報の保

護に関する法律施行条例（令和四年福岡

県条例第四十三号。以下「条例」という

。）第二十二条の規定に基づき、福岡県

個人情報保護審議会（以下「審議会」と

いう。）における審議会の運営に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

  

（部会） 

第二条 審議会に、条例第十八条の規定によ

り次の各号に掲げる部会を置き、所掌事務

は当該各号に定めるところによる。 

 

 一～二 （略） 

２ （略） 

 

（小委員会） 

第三条 （略） 

２ 小委員会が行う事務は、次のとおりと

する。 

一 審議会及び部会の会議録について、

知事に対し福岡県情報公開条例（平成

十三年福岡県条例第五号）に基づく公

文書開示請求又は個人情報の保護に関

する法律（平成十五年法律第五十三号

。以下「法」という。）に基づく保有

個人情報開示請求があった場合に、必

要に応じて意見を述べること。 

二 （略） 

３～５ （略） 

 

（諮問書の添付資料） 

第四条 審議会は、諮問実施機関に対し、

諮問書に次の各号（開示請求、訂正請求

又は利用停止請求に係る不作為に係る審

査請求にあっては、第二号、第四号及び

第七号を除く。）に掲げる書類の写しの

添付を求めるものとする。 

一 保有個人情報開示請求書、保有個人

情報訂正請求書又は保有個人情報利用

停止請求書 

 

 

二 保有個人情報開示決定等、訂正決定

等又は利用停止決定等に係る通知書 

 

 

 

三 審査請求書 

四 開示決定等、訂正決定等又は利用停

止決定等に係る保有個人情報 

五 行政不服審査法（平成二十六年法律

第六十八号。以下「行服法」という。

（趣旨） 

第一条 この要領は、福岡県個人情報保護

条例（平成十六年福岡県条例第五十七号

。以下「条例」という。）第六十五条の

規定に基づき、福岡県個人情報保護審議

会（以下「審議会」という。）における

審議会の運営に関し、必要な事項を定め

るものとする。 

 

（部会） 

第二条 審議会に、条例第五十五条の規定

により次の各号に掲げる部会を置き、所

掌事務は当該各号に定めるところによる

。 

 一～二 （略） 

２ （略） 

 

 （小委員会） 

第三条 （略） 

２ 小委員会が行う事務は、次のとおりと

する。 

一 審議会及び部会の会議録について、

知事に対し福岡県情報公開条例（平成

十三年福岡県条例第五号）に基づく公

文書開示請求又は条例に基づく個人情

報開示請求があった場合に、必要に応

じて意見を述べること。 

 

 

二 （略） 

３～５ （略） 

 

（諮問書の添付資料） 

第四条 審議会は、諮問実施機関に対し、

諮問書に次の各号（開示請求、訂正請求

又は利用停止請求に係る不作為に係る審

査請求にあっては、第二号、第四号及び

第七号を除く。）に掲げる書類の写しの

添付を求めるものとする。 

一 個人情報開示請求書、個人情報訂正

請求書又は個人情報利用停止請求書（

特定個人情報にあっては、特定個人情

報開示請求書、特定個人情報訂正請求

書又は特定個人情報利用停止請求書） 

二 個人情報開示決定等、訂正決定等又

は利用停止決定等に係る通知書（特定

個人情報にあっては、特定個人情報開

示決定等、訂正決定等又は利用停止決

定等に係る通知書） 

三 審査請求書 

四 開示決定等、訂正決定等又は利用停

止決定等に係る個人情報 

五 行政不服審査法（平成二十六年法律

第六十八号。以下「法」という。）第

 

根拠条例の変更に伴

う改正 

 

 

 

 

 
 

 

 

根拠条例の変更に伴

う改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

根拠条例の変更に伴

う改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「個人情報」と「特

定個人情報」の様式

統合に伴う改正 
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）第二十九条第二項の弁明書 

六 行服法第三十条第一項の反論書又は

同条第二項の意見書が提出されている

場合にあっては、当該反論書又は当該

意見書 

七 法第八十六条第三項の反対意見書が

提出されている場合にあっては、当該

反対意見書 

 

（存否に関する情報の取扱い） 

第五条 審議会は、諮問実施機関から、法

第八十一条の規定による不開示決定に係

る保有個人情報の存否の取扱いについて

特別の配慮を必要とするものである旨の

申出を受けた場合において、当該保有個

人情報の存否を明らかにすることを求め

ようとするときは、当該諮問実施機関の

意見を聴くものとする。 

 

（口頭意見陳述） 

第六条 審議会は、審査請求人、参加人又

は諮問実施機関から、行服法第七十五条

第一項の規定による意見の陳述（以下「

口頭意見陳述」という。）を行う意思の

有無及び同条第二項の規定による補佐人

を同伴する意思の有無を確認するものと

する。 

２～５ （略） 

 

 

（提出資料の送付による交付） 

第七条 行服法第八十一条第三項において準

用する同法第七十八条第一項の規定による

交付を求める審査請求人又は参加人が、送

付による交付を求めた場合は、当該審査請

求人又は当該参加人に送付に要する費用を

求めるものとする。 

２ 前項の送付に要する費用は、郵便切手に

より納付するものとする。 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（会議の公開） 

第九条 審議会の会議（以下単に「会議」

という。）は、条例第二十一条の規定に

より非公開とされる手続を除き、原則と

して公開するものとする。 

２～８ （略） 

 

二十九条第二項の弁明書 

六 法第三十条第一項の反論書又は同条

第二項の意見書が提出されている場合

にあっては、当該反論書又は当該意見

書 

七 条例第二十一条第三項の反対意見書

が提出されている場合にあっては、当

該反対意見書 

 

（存否に関する情報の取扱い） 

第五条 審議会は、諮問実施機関から、条

例第十五条の規定による不開示決定に係

る個人情報の存否の取扱いについて特別

の配慮を必要とするものである旨の申出

を受けた場合において、当該個人情報の

存否を明らかにすることを求めようとす

るときは、当該諮問実施機関の意見を聴

くものとする。 

 

（口頭意見陳述） 

第六条 審議会は、審査請求人、参加人又

は諮問実施機関から、条例第五十八条第

一項の規定による意見の陳述（以下「口

頭意見陳述」という。）を行う意思の有

無及び同条第二項の規定による補佐人を

同伴する意思の有無を確認するものとす

る。 

２～５ （略） 

 

 

（提出資料等の閲覧等の求めの手続） 

第七条 条例第六十一条第一項の規定によ

る閲覧又は写しの交付の求めは、書面に

よるものとする。 

 

 

 

 

２ 審議会は、前項の求めがあった場合に

おいて、承諾するときはその旨並びに閲

覧又は写しの交付の日時及び場所を、拒

否するときは理由を付してその旨を書面

により通知するものとする。 

３ 前項の場合において、写しの交付を求

めた審査請求人又は参加人が写しの郵送

を希望するときは、当該審査請求人又は

当該参加人に郵送料の負担を求めるもの

とする。 

 

（会議の公開） 

第九条 審議会の会議（以下単に「会議」

という。）は、条例第六十三条の規定に

より非公開とされる手続を除き、原則と

して公開するものとする。 

２～８ （略） 

 

 

 

 

 

 

根拠条例の変更に伴

う改正 

 

 
 

根拠条例の変更に伴

う改正 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

根拠条例の変更に伴

う改正 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審議会が行服法第８１

条第１項の機関と位置

づけられることに伴う

改正。 

第１項、第２項は、行

服法施行細則第２条、

第３条と重複するため

削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

根拠条例の変更に伴

う改正 
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 （会議録の作成及び公表） 

第十条 審議会は、次の事項を記載した会

議録を作成するものとする。 

一～五 （略） 

２ （略） 

３ 審議会は、第一項の会議録（条例第二

十一条の規定により非公開とされる手続

に係る会議にあっては、第一項第一号か

ら第三号まで及び第五号並びに議事の概

要を記載した書面）を県民情報センター

及び地区県民情報コーナーで一般の閲覧

に供するとともに、県のホームページに

おいて公表するものとする。 

 

（答申等の内容の公表） 

第十一条 審議会は、条例第十条第三号、

第四号及び第五号の規定により、意見を

述べ又は建議等をしたときは、原則とし

てその内容を公表するものとする。 

 

２ （略） 

 

別記 （略） 

（会議録の作成及び公表） 

第十条 審議会は、次の事項を記載した会

議録を作成するものとする。 

一～五 （略） 

２ （略） 

３ 審議会は、第一項の会議録（条例第六

十三条の規定により非公開とされる手続

に係る会議にあっては、第一項第一号か

ら第三号まで及び第五号並びに議事の概

要を記載した書面）を県民情報センター

及び地区県民情報コーナーで一般の閲覧

に供するとともに、県のホームページに

おいて公表するものとする。 

 

（答申等の内容の公表） 

第十一条 審議会は、条例第五十一条第二

項（第二号を除く。）の規定により、意

見を述べ、答申し、又は建議等をしたと

きは、原則としてその内容を公表するも

のとする。 

２ （略） 

 

別記 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

根拠条例の変更に伴

う改正 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

根拠条例の変更根拠

条例の変更に伴う改

正 

審議会の所掌事務の

変更に伴う改正 

 


